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物 価 統 計 室 

 

2020 年基準消費者物価指数における 

「テレビ」の価格指数の作成方法について 
 

１. はじめに 

消費者物価指数の「テレビ」の価格指数については、従前から小売物価統計調査

における銘柄指定方式により取集した価格を用いて作成してきたところである。 

テレビについては、2011 年の 4K テレビの発売以降、高画質化・大画面化が進み、

品質の高いテレビの普及が進んでいる一方、単身世帯の増加等により、従来型のテ

レビにも需要があり、多様化が進んでいる。このような傾向を指数に反映させるた

め、銘柄指定方式によらない指数の作成方法として、POS データを活用したヘドニ

ック法による試算を行った。 

 

２. 画面サイズの多様化の進展 

2009 年、2013 年、2017 年の 3時点に

おいて画面サイズ別の販売数量の分布

（図表１）を見ると、24 型（20～24）、

32 型（30～34）は 2017 年時点において

も一定のシェアを占めているものの、

その割合は減少している。一方で、40 型

以上のシェアは近年増加しており、2極

化が進んでいる。 

今後、「新 4K8K 衛星放送」の開始や

有機 EL の普及に伴い、大画面テレビの

需要は拡大することが予想される。一

方、用途の違いから 32 型を中心とする

従来型のテレビの需要も一定程度残る

とみられ、POS データにより幅広い画面

サイズのテレビの価格動向を指数に反

映させることは有用であると考えられ

る。 

 

 

 

 

 

書類番号 

２－２ 

図表１：画面サイズ別数量シェア 
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３. 試算に用いたデータ

ヘドニック法による価格指数作成に用いた POS データは以下のとおりである。

・期間：2017 年 10 月～2018 年 3 月の月次データ

・種類：液晶テレビ（有機 EL テレビは含まない）

・地域：全国（約 2,500 店舗）、オンラインショップを含む

・データサイズ：約 750 機種、販売台数：約 22 万台/月平均

・機種別平均単価、販売数量（店舗販売及びネット販売の合計）

・画面サイズ、表示画素数など各機種の特性（スペックの一覧は別紙）

４. 製品サイクル

時系列でみても、1 年半以内に発売された機種のシェアは 8 割から 9 割、2 年以

内に発売された機種のシェアも 95％以上で推移しており、製品サイクルは基準改定

の頻度（５年）に比べて短いと判断できる（図表３）。 
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発売月別のシェアを直近（2018 年 3 月）の POS データで確認すると（図表２）、

2017 年 9 月発売の機種が、半年以上経過した 2018 年３月時点で 3 割程度のシェア

を保持している。また、 1 年以内に発売された機種のシェアが約 8 割、1年半以内

で 9 割、2 年以内でほぼ 100％のシェアを占めている。 

図表２：発売月別数量シェア 
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図表３：発売経過月数別シェア 
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発売から長期間が経過することで、新機種と大きな品質差がある場合や、品質差

以上の価格下落が生じる可能性が考えられる。このため、本分析においては発売開

始から 24 か月を経過した機種を分析対象から除外することとする。 

５.回帰モデルの設定

被説明変数を平均単価とし、スペック等の諸特性を説明変数とする片対数型の回

帰モデルを設定する。説明変数は、2018 年 3 月の POS データを用いて、特性値から

ステップワイズ法により選定する。前月比の推計では、連続する 2か月間のデータ

をプールし、販売数量で重みをつけた回帰モデルによる分析を行い、性能差を調整

した２時点間の価格比を推計する。 

・連続する 2か月（t, t-1）に関する重回帰式を以下のとおり設定

ln൫௧,൯ ൌ ߙ   ,൯ ݔ・ߛ௧  ∑൫,்ߜ・ߚ ߝ ・・・（１）

【目的変数】 ln൫௧,൯ ：時点 tにおける製品 iの販売価格 

【説明変数】 ݔ, ：製品ごとの特性値（画面サイズなど） 

௧,்ߜ ：（時点ダミー）当月が１、前月が０ 

・当月、前月別に平均値を計算し、価格比を時点ダミーと品質差の項に分解1

（当月） lnሺ௧ሻ ൌ ොߙ  መߚ  ∑ ,௧ݔ̅・ොߛ ・・・（２）

（前月） lnሺ௧ିଵሻ ൌ ොߙ  ∑ ,௧ିଵݔ̅・ොߛ ・・・（３）

（価格比）

షభ

ൌ expൣߚመ൧ ∙ expൣ∑ ,௧ݔො・൫̅ߛ െ ,௧ିଵ൯ݔ̅ ൧ ・・・（４）

・品質調整済前月比は、ሺexpൣߚመ൧ െ 1ሻ ൈ 100 となる。

６. 推計結果

2017 年 11 月～2018 年 3 月の前月比を推計した結果は図表４のとおりとなった。

全ての期間において、自由度調整済み決定係数は 0.95 を超えて安定的に推移し、

ヘドニック回帰モデルの当てはまりが良いことを示す結果となった。また、時点ダ

ミーを除く全ての変数が全期間で有意となった。

1 残差平均はߝ௧̅~ܱሺ10ିଵଶሻ程度であるため、省略している（以下同様）。 
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また、対数平均価格の前月差を回帰分析の説明変数別に寄与度分解 

lnሺ௧ሻ െ lnሺ௧ିଵሻ ൌ መߚ  ∑ ,௧ݔො・൫̅ߛ െ ,௧ିଵ൯ݔ̅  ・・・（５）

した結果は図表５のとおりとなった。 

全時点において、「画面サイズ」が最も大きな寄与度を持っている。 

また、2018 年 3 月は幾何平均単価が大きく下落したが、寄与度分解では全ての

図表５：対数平均価格の前月差の寄与度分解 

図表４：回帰分析の結果 
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説明変数が下落の寄与を示しており、特に「画面サイズ」と「4K/8K」の寄与が大き

い。これは、2 月と比べて 3 月は画面サイズが小さく解像度が低い機種の販売が多

くなり、これに伴って平均単価が下落したためと考えられる。品質調整済前月比は、

これらの説明変数の下落への寄与が消失することにより、他の月と変わらない程度

の下落幅に縮小した。 

現行 CPI とヘドニック価格指数による前月比の試算結果との比較は図表６のとお

りとなった。銘柄指定方式による現行の CPI と POS データを用いたヘドニック価格

指数の間では、対象機種や価格水準に違いがあるものの、ヘドニック価格指数によ

る前月比の試算値は、現行 CPI と比較して 0.4～4.7 ポイントの差があった。 

７. 今後の方向性

今回の「テレビ」に関する試算結果は、POS データを用いたヘドニック回帰モ

デルの当てはまりが良く、品質調整を安定的に行うことが可能であることを示し

ていると考えられる。 

今後、2020 年基準消費者物価指数における POS データによる「テレビ」の価格

指数作成に向け、引き続き最新の POS データによる分析を行う。 

図表６：現行 CPI とヘドニック価格指数による前月比の試算結果との比較 
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別紙 POS データスペック一覧 

 

 

スペック 例示 

発売月 年月 

チューナー形状 分離型、一体型、なし 

画面サイズ 3 型～75 型 

表示画素数 1366X768、1920X1080、3840X2160 etc 

D 端子 D4X1、D5X1、なし 

PC 入力 D-Sub、なし 

通信端子 LAN、なし 

カードスロット SDXC、なし 

HDD 容量 0GB～2000GB 

インターネット 対応、非対応 

ワイヤレス機能 IEEE802.11a/n、なし 

音声出力 10W+10W、3W+3W、5W+5W etc 

HDMI 端子 ０個～４個 

リンク機能 あり、なし 

倍速駆動 等速、倍速 

記録媒体 HDD(外付)、HDD(内蔵/外付) 

ハイビジョン対応 4K/2K、8K、ハイビジョン、フルハイビジョン、非対応 

ハイブリッドキャスト 対応、非対応 
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